
おり，約６割減少している。

また，船舶からの海中転落による死亡・行方不

明者の数は，第２次交通安全基本計画期間の年平

均で２６８人であったものが，平成１３年では１４９人と

なっており，約４割減少している。

第２節 平成１３年中の海難等及び海難救助
の状況

１ 海難等の状況

（１）海難船舶等の状況

平成１３年の海難船舶は，２，８３６隻，２２３万総トン

であり，次のような特徴がみられる。

ア 用途別状況

船舶の用途別では，プレジャーボート等が１，２６８

隻（４５％）で最も多く，次いで漁船が８５６隻（３０％），

貨物船が３３４隻（１２％），タンカーが１２１隻（４％），

旅客船が４９隻（２％），その他が２０８隻（７％）と

なっている。

イ 海難種類別状況

海難種類別では，衝突が１，００８隻（３６％），次い

で機関故障が４０２隻（１４％），乗揚げが３５７隻（１３％）

となっている。

ウ 距岸別状況

距岸別では，港内が７５０隻（２６％），港内を除く

３海里未満が１，４６２隻（５２％），３海里以上１２海里

未満が４３４隻（１５％）となっており，１２海里未満

が全体の９３％と大半を占めている。

エ 海難原因別状況

海難原因別では，見張り不十分が６９６隻（２５％），

操船不適切が３４０隻（１２％），気象・海象不注意が

１４１隻（５％）等運航の過誤によるものが全体の

６１％を占め，これに機関取扱不良３０７隻（１１％）

等を加えた人為的要因に起因するものが全体の

７４％を占めている。

また，船舶からの海中転落者数は２２３人で，こ

れを船舶の用途別に見ると，漁船が１２５人（５６％）

で最も多く，次いでプレジャーボート等が５８人

（２６％），その他が４０人（１８％）となっている。

（２）死亡・行方不明者の発生状況

平成１３年における海難による死亡・行方不明者

数は１７１人（前年より８人増加）であり，このう

ち５３％が漁船，１５％がプレジャーボート等による

ものであった。

また，船舶からの海中転落による死亡・行方不

明者数は，１４９人（前年より１９人減少）であり，

このうち６２％が漁船，１９％がプレジャーボート等

によるものであった。

なお，第７次交通安全基本計画においては，年

間の海難及び船舶からの海中転落による死亡・行

方不明者数を平成１７年までに２００人以下とするこ

とを目指しており，１３年は３２０人（１２年は３３１人）

であった。

２ 海難救助の状況

（１）海難船舶等の救助状況

平成１３年は，海難船舶２，８３６隻の中で自力入港

した９４５隻を除いた１，８９１隻のうち１，６５２隻が救助

され，救助率（自力入港を除く海難船舶隻数に対

する救助された隻数の割合）は８７％であった。海

上保安庁は，巡視船艇延べ３，３５６隻，航空機延べ

７９０機及び特殊救難隊員延べ３０１人を出動させ，海

難船舶５３５隻を救助した。また，海上保安庁は，

同庁が救助した船舶以外の海難船舶についても，

巡視船艇・航空機による捜索，救助手配等を行っ

ており，合わせると１，７３３隻の海難船舶（全体の

６１％）に対して救助活動を行った（第２－４図）。

（２）人命の救助状況

平成１３年は，海難船舶の乗船者１万３，６７０人の

中で自力救助の７，６１５人を除いた６，０５５人のうち

５，８８４人が救助され，救助率（自力救助を除く海

難船舶の乗船者に対する救助された人数の割合）

は９７％であった。

また，船舶からの海中転落者２２３人の中で自力

救助の２８人を除いた１９５人のうち４６人が救助さ

れ，救助率（自力救助を除く海中転落者に対する

救助された人数の割合）は２４％であった。

第１章 海難等の動向

―１０７―



第２－４図　海難船舶の救助状況の推移�

注　海上保安庁資料による。�

３ プレジャーボート等の海難等及び海難救助の

状況

（１）海難等の状況

平成１３年のプレジャーボート等の海難船舶隻数

は１，２６８隻であり，前年より１２６隻増加した。これ

に伴う死亡・行方不明者数は２５人であり，前年よ

り４人減少した。

この１，２６８隻についてみると，次のような特徴

がみられる。

第２－５図 プレジャーボート等の船型別海難船舶隻数の推移

注 １ 海上保安庁資料による。
２ 船型「その他」を除く。
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第２－６図　プレジャーボート等の船型別・海難種類別海難発生状況（平成13年）�

注　１　海上保安庁資料による。�

　　２　数字は海難種類別の隻数�

ア 船型別状況

船型別では，モーターボートが８３３隻（６６％），

ヨットが１３５隻（１１％），遊漁船が１１１隻（９％），

水上オートバイが８５隻（７％）となっている（第

２－５図）。

イ 海難種類別状況

海難種類別では，機関故障が２８９隻（２３％），衝

突が２８３隻（２２％），運航阻害が１７０隻（１３％），乗

揚げが１４１隻（１１％），推進器障害が１１３隻（９％），

転覆が９５隻（７％）となっている（第２－６図）。

ウ 海難原因別状況

海難原因別では，機関取扱不良が２２０隻（１７％），

見張り不十分が２３２隻（１８％），操船不適切が１０５

隻（８％），気象・海象不注意が９９隻（８％）等

の人為的要因に起因するものが７２％を占めている

（第２－７図）。

また，プレジャーボート等からの海中転落者数

は５８人で前年より１４人増加した。このうち，死亡

・行方不明者数は２９人で前年より１人減少した。

（２）海難救助の状況

平成１３年は，プレジャーボート等の海難船舶

１，２６８隻の中で自力入港した２３５隻を除いた１，０３３

隻のうち９４５隻が救助され，救助率は９１％であっ

た。海上保安庁は，巡視船艇延べ１，０６４隻，航空

機延べ１４７機及び特殊救難隊員延べ７４人を出動さ

せ，プレジャーボート等４０６隻を救助した。また，

海上保安庁は，同庁が救助した船舶以外の海難船

舶についても，巡視船艇・航空機による捜索，救

助手配等を行っており，合わせると８１９隻の海難

船舶（プレジャーボート等の海難船舶全体の

６５％）に対して救助活動を行った。
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第２－７図　プレジャーボート等の船型別・原因別海難発生状況（平成13年）�

注　１　海上保安庁資料による。�

　　２　数字は原因別の隻数�

第２章 海上交通安全施策の現況

第１節 海上交通環境の整備

１ 交通安全施設等の整備

（１）開発保全航路の整備

第９次港湾整備七箇年計画（平成８～１４年度，

事業費４兆３，１００億円）に基づき，平成１３年度は

関門航路等の開発保全航路に指定されている１６航

路においてしゅんせつ等を行い海上ハイウェイネ

ットワークの構築を推進した。

（２）港湾の整備

第９次港湾整備七箇年計画に基づき，平成１３年

度は事業費６，８９３億円（うち国費３，９７３億円）をもっ

て港湾整備事業を実施し，その一環として海上交

通の安全性の向上を図るため，防波堤，航路，泊

地等の整備を金沢港等４２港において，また，沿岸

域を航行する小型船舶の緊急避難に対応するた

め，避難港の整備を下田港等９港において効果的

・効率的に行った。

（３）漁港の整備

第９次漁港整備長期計画（平成６～１３年度，総

事業費３兆円）に基づき，漁港修築事業，地域水

産物供給基盤整備事業，広域漁港整備事業及び漁

港漁場機能高度化事業等を実施し，外郭施設等の

整備を通じて漁船の安全の確保を図った。

（４）航路標識等の整備

港湾及び航路の整備の進展，船舶の高速化等に

より変化する海上交通環境に適応した灯台，灯浮

標，無線方位信号所等の航路標識の整備を実施し

ている。平成１３年度末現在で５，５９７基（光波標識

５，４２３基，電波標識１２３基，音波標識２０基，その他

の標識３１基）の航路標識を管理しており，１３年度

は７４件の新設整備を行ったほか，既設の航路標識

の光力増大等の機能向上を推進し，老朽化した航

路標識施設，機器の代替更新等８４１件の改良改修
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